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就労移行支援事業  
【障害者就業・生活支援センター等】  一
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○基礎体力向上  

○集中力、持続   
力等の習得  

○適性や課層の   

把握  

等  

○職業習慣の確立  

0マナーこ挨拶、身なり等の習得  

等   
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i  

l O施設外授産：○求職活動                          暮  

I O職場見学・：○職場開拓  

実習   
0トライアル雇用  

養護学校  

卒業生  

…  

等
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○就労移行支援体制加算  

（就労移行支援事業所）   

通所前期  

（基礎訓練期）  

適所中期  適所後期  

（マッチング期  
職場定着期  

く実践的訓練期）  

【不適応時】  
○職業紹介  

○求職活動支援  

○求人開拓  

○専門的支援  

（職業評価）  

○専門的支援  

（ジョブコーチ支援等）  

【地域障害者職業センター】  

【地域障害者職業センター】  【ハローワーク】  

○障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金  

○特定求職者雇用開発助成金  
○試行雇用（トライアル雇用）事業  

○障害者委託訓練  

○職場適応訓練（短期）   等  
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（雇用型）  

○ 一般企業での雇用が困難な者に対し、雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般就労に必要な知  
識一能力の向上を図る支援を実施。  

（非雇用型）  

○ 一般企業等での雇用が困難な者、一定年齢に達している者等に対し、就労や生産活動の機会を提供し、知識一  
能力の向上・維持を図る支援を実施（雇用契約は結ばない）。  

（
知
織
・
能
力
の
向
上
）
 
 

（職長配置）  （サービス内容）  （想定される移行先）  

※1適所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供。  
※2 利用期間の制限なし（利用者の状態に応じて、一般就労等への移行を支援）。  
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【ポイント（雇用型）】  

○ 生産性の向上を図り、多様な業種において就労機会の拡大を図るため、一定の範囲内で、障害者以外の  

l O多様な事業形態により、多くの就労機会を確保できるよう、最低定員の基準を緩和し、10人から事業実施；  
： が可能。  
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【ポイント（非雇用型）】  
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○利用者のエ賃水準の向上を図るため、事業者ごとに平均工賃の目標水準を設定することとし、平均工賃  
… 実績と併せて都道府県知事への報告、公表を行う。  
l  

l  

暮  

；2．目模（工賃水準）の達成度に応じた評価  
l  

○就労等の機会の提供に相応しいサービスを確保する観点に立？て、エ賃水準に着目して事業の速成度を  
評価するため、事業者の平均工賃が、地域の最低賃金に対して一定水準（1／3）に達し、かつ、目標水準を  

； 上回る場合、報酬上評価を行う。また、平均工賃が地域の最低賃金に対して著しく低い場合、事業者は改善  
計画を作成するとともに、都道府県が重点的に指導することとし、それでも改善されない場合におけj5減算  
措置の導入について、実施状況等を踏まえ、今後、検討。  

○事業者の指定にあたり、平均工賃がエ賃控除程度の水準を上回ることを要件とする。  
l  

l  

l  

：8∴雇用型への移行支援  

○非雇用型から雇用型への転換を促進するため、事業者の平均工賃が地域の最低賃金の一定水準以上で  

あって、かつ、雇用型事業所への転換計画を作成して取組を強化する等の場合、一定期間に限り、報酬上  
評価を行う。  

l  

l  

l  

l  

…4・生産活動の利用支援  
l  

l  

l  

○重度の障害等により、生産活動への従事に当たり手厚い支援を要する者が、利用者の一定割合に達して  
； いる場合には、これに要する人員配置を報酬上評価する。  
l  
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児土デイサニビスの 宿しについて  

支援費制度（予算補助）  

〈対象者〉  

；○ 法律上、支援費の対象となる障害児は、18歳未満が対象。  

：○ただし、児童デイサービスについては、国庫補助の対象児童を年齢で限定。  
童 

＿ 

○ サービス内容は、日常生活における基本的な動作の指導及び集団への適用訓練。  

〈問題点〉  

；○療育を目的としたサービスであるものの、実態は、療育サービスと放課後対策的なサービスが混在。 l  
■ ■－ ■－－－ ■■ ■ ■－● －■一－■■● －－－－ －一一－－■■－■■－ －■一■一 一一一一－－■－ ●－－－■■一■－■■● －■－■－－－ ■■■■一一■■■■■■－■■－●一●■■■■－ －－ －－－－－■－－■■ ■－－－ヽ■l■l■■■一 －－－一－■■－■■■■■■■■l■■ ■■■一－■ －－ ● － ■■ll■■ ■l■■一 ■一 一 ■■■ ■一 、 ● 一 ● －■■l1－ ■－   



個別給付（介護給付）  

く新制度における児童デイサービス〉  

○（原 則）児童デイサービス  

対象者 ：療育の観点から個別療育、集団療育を行う必要が認められる児童。（必要に応じ児童相星難所・保  
健所に意見を求める）  

就学前児童を原則とするが、小学生かう18歳未満の児童も可七する（年齢要件なし）。  
事業内容：療育目標を設定した個別プログラムの策定及び評価。  

指導員等による児童への個別指導を1日に一定時間以上行う。  
個別プログラムに沿った集団療育を行う。 

人員配置：指導員又は保育士（現行の配置基準（15；2）より手厚い配置）に加え、サービス管理責任者を  
必置。  

報酬単価：現行の基準単価＋α  
■●－■■－■－■■－－■■－●一－■■■■■－■－－一■－■一－－－■－－■■■■－－－－－■■－一●－－－・－－－■－－－－－－－－－■■－－t■－－－－－■■■■－－－－－一一－■、・－■－■－一一－－一一－－－■－●－－－－－－■■－■■一→－－一－－－■－－－－■■●■■■●■▲－－－■－－－－■■＝－－■一－■－●■●l  

l  

l  

；○一定以上の年齢に達している児童など、集団療育が適切であると考えられる児童に対する療育指導の検討  
l  

支援費制度において、児童デイサービスを実施している事業者及びその利用者に配慮し、一定の期間内  
；（3年を想定）は現行制度の事業所を指定児童デイサービス事業所とみなす経過措置を設ける。  

対象事業者は、支援費制度上の児童デイサービス指定事業者に限り、新規は認めない 
。 対象者：療育の観点から、集団療育を行う必要が認められる児童。（必要に応じ児童相談所・保健所に  

意見を求める）  

幼児を原則とするが、小学生から18歳未満の児童も可とする（年齢要件なし）。  
事業内容：指導員等の直接的監視のもとに、複数の児童に対し指導・訓練を行う。（必ずしも、1対1での  

指導時間を必要としない）。個別プログラムの策定。  
人員配置基準：指導員又は保育士、○：○  
報酬単価：現行の基準単価より低く設定  

l l－－－－－－－■■一－－－－■■－＿＿＿＿－＿－＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿●＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿  

〈見直し時期〉  

平成18年10月～  

（児童デイサービスの在り方については、3年後の障害児サービス全体の見直しの中でも検討を行う。）   



地域生活支援事業（市町村）  

障害児タイムケア事業  

養護学校等下校後に活動する場について確保するとともに、障害児を持つ親の就労支援と家族の一時的休息を  
目的として、小学校の空き教室等で中高生等障害児を預かるサービス  
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